
別紙第２号

公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　団体の概要

団体名

注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」

　　欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記載すること。

２　財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

　注　平成17年度（又は平成18年度）の地方財政状況調査及び公営企業決算状況調査の報告数値を記入すること。

　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等

　　の構成団体の各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険

　　資金について対象としない財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数

　　を記載すること。）。

３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　　ものに限る。）をいう。

　　３　□にレを付けた上で要旨を記載すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

４　財政健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

広報とホームページで公表する。(市議会議員には12月に説明する)

土佐清水市

(H18)  5,185

(H18) 16,441

2,470

(H18)    545

うち公営企業債現在高(百万円)

(H18) 0.28

(H18) 92.8

(H19) 18.1

17,281国調人口(H17.10. 1現在)

職員数(H19. 4. 1現在) 264
構成団体名

財政力指数

実質公債費比率　(％)

経常収支比率　　(％)

実質収支比率　　(％)

うち普通会計債現在高(百万円) 13,971

区　　分

計 画 名

計 画 期 間

既 存 計 画 と の 関 係

公 表 の 方 法 等

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　□　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　□　該当なし

(H18)  0.5

基 本 方 針

内　　　容

　「三位一体の改革」以降、国庫支出金や地方交付税の削減により非
常に厳しい財政運営を強いられている。過疎化、少子高齢化が急速に
進む中、簡素で効率的・効果的な行財政運営を推進するため、「行政
改革大綱」、「集中改革プラン」と整合性を図り、「基金残高の確
保」、「実質公債費比率の抑制」を目標設定し推進する。

土佐清水市財政健全化計画

平成１９年度～平成２３年度

集中改革プラン（平成１７年度～平成２１年度）



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

0公営企業金融公庫資金

63旧簡易生命保険資金

繰上償還希望額

98

1 4 1 6

20 17 26繰上償還希望額

旧 資 金 運 用 部 資 金
37 49 12繰上償還希望額

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

62,429

100,709

合　　計

31,229

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B)

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 19,865 16,656 25,908

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 38,424 50,395 11,890

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合　　計

学校教育施設等整備事業

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

一般単独事業

小　　　計　　　　 (B)

公営住宅事業

一般公共事業

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

38,424

24,121

7,939

1,093

17,242

50,395

3,892

1,400

1,903 2,490

11,890

64,750

11,831

2,493

21,635

0

100,709

9,400

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

合　　計

15,495 12,611 1,789 29,895

4,370 4,045 24,119 32,534

0

0

0

19,865 16,656 25,908 62,429

事業債名

小　　　計　　　　 (A)

一
般
会
計

出
資
債
等

普
通
会
計
債

公営住宅事業

学校教育施設等整備事業

一般単独事業

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

一
般
会
計

出
資
債
等

一
般
会
計

出
資
債
等



Ⅱ　財政状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 税収入の確保と収納率の向上

課 題 ② 公債負担の健全化（実質公債費比率等）

課 題 ③ 人件費の抑制

課 題 ④ 受益者負担の適正化

課 題 ⑤ 行政管理経費の削減

留 意 事 項

　注１　「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、

　　　財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。

　　２　「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、

　　　公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上

　　　の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記載する。また、財政運営課題と

　　　認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　　３　「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき

　　　事項を記載すること。

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

財 政 運 営 課 題

内　　　　容

　面積は266.5ｋ㎡で高知県の西南端に位置し、黒潮が接岸する自然環
境を背景に農林水産業と観光業を基幹産業に発展してきましたが、社会
情勢や地理的条件などにより産業の低迷、更に過疎化・少子高齢化が加
速度的に進行し、一部では集落機能の維持が困難になるなど生活・生産
基盤の弱体化が起こっております。（人口を12・17国調で比較すると
△1,231人で17,281人、65歳以上人口5,985人-高齢化率35％）
○平成16～18年度決算での各指標推移（H17類団全国平均）
　・財政力指数　　　0.28　0.28(0.52)　0.28
　・経常収支比率　　91.5　93.4(90.2)　92.8
　・実質公債費比率　　　　16.6(14.8)　18.1

・物品の集中管理
・シーリングの実施

・ごみ袋代金の見直し(H19より)、粗大ごみ有料化の検討
・使用料、手数料の見直し（検討委員会を設置し検討）
・他市町村との比較検討

・労務職の給料表分離化
・評価制度の導入
・人件費カット（給与）の検討

・投資的経費を抑制し、市債発行額を制限
・繰上償還の実施

・法人及び給料所得者層の減少と高齢化による課税客体の減少
・固定資産税の超過課税の実施
・債権管理機構による滞納整理の推進



Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

地方税 1,457 1,414 1,326 1,311 1,257 1,329 1,319 1,278 1,287 1,277

地方譲与税 293 300 360 373 401 311 305 299 293 287

地方特例交付金 56 57 56 47 39 11 11 11 11 11

地方交付税 4,387 4,050 4,017 4,101 4,069 4,055 3,974 3,894 3,816 3,715

小計（一般財源計） 6,193 5,821 5,759 5,832 5,766 5,706 5,609 5,482 5,407 5,290

分担金・負担金 315 302 211 52 28 24 23 22 22 22

使用料・手数料 450 420 394 348 264 330 323 316 310 304

国庫支出金 2,595 1,551 932 775 647 707 569 569 586 508

うち普通建設事業に係るもの 88 317 209 135 221 276 150 148 166 89

都道府県支出金 2,253 972 666 778 485 504 388 375 369 355

うち普通建設事業に係るもの 404 255 203 413 131 124 56 56 49 35

財産収入 26 28 35 29 22 22 22 22 22 21

寄附金 5 7 11 6 9 9 8 8 9 8

繰入金 386 40 220 125 60 23 1 86 69 67

繰越金 150 132 86 103 23 55 11 11 10 11

諸収入 471 949 703 625 639 777 827 877 927 976

うち特別会計からの貸付金返済額

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額

地方債 1,699 1,347 1,132 1,529 856 810 856 832 793 845

特別区財政調整交付金

14,543 11,569 10,149 10,202 8,799 8,967 8,637 8,600 8,524 8,407

人件費　　　　　　　ａ 3,051 3,137 2,788 2,924 2,526 2,498 2,337 2,203 2,212 2,199

うち職員給 2,113 2,049 1,878 1,784 1,690 1,616 1,539 1,472 1,422 1,351

物件費　　　　　　　ｂ 1,302 1,168 1,129 997 854 929 839 839 839 839

維持補修費　　　　　ｃ 20 21 26 17 23 17 15 15 15 15

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ 4,373 4,326 3,943 3,938 3,403 3,444 3,191 3,057 3,066 3,053

扶助費 758 881 890 858 819 900 905 910 915 920

補助費等 670 575 560 569 511 511 516 521 526 531

うち公営企業(法適)に対するもの 17 10 11 13 15 18 18 17 16 16

普通建設事業費 2,211 1,537 1,223 1,492 826 857 705 740 647 513

うち補助事業費 784 758 542 690 440 542 395 439 346 212

うち単独事業費 1,427 779 681 802 386 315 310 301 301 301

災害復旧事業費 3,554 1,008 393 273 121 20 55 55 55 55

失業対策事業費

公債費 1,680 1,546 1,582 1,683 1,665 1,643 1,628 1,626 1,568 1,534

うち元金償還分 1,287 1,202 1,260 1,390 1,382 1,378 1,376 1,379 1,330 1,302

積立金 32 27 29 29 9 16 6 6 6 6

貸付金 361 760 593 499 522 682 732 782 832 882

うち特別会計への貸付金

うち公社、三ｾｸへの貸付金

繰出金 772 801 832 837 868 883 888 893 898 903

うち公営企業(法非適)に対するもの 64 80 111 114 124 124 124 124 124 124

その他 22 1 1

14,411 11,483 10,046 10,179 8,744 8,956 8,626 8,590 8,513 8,397

　【財政指標等】

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

形式収支 132 86 103 23 55 11 11 10 11 10

実質収支 51 55 57 17 28 0 0 0 0 0

標準財政規模 5,380 5,023 5,111 5,184 5,185 5,109 5,090 5,075 5,064 5,032

財政力指数 0.27 0.279 0.284 0.285 0.283 0.276 0.276 0.276 0.276 0.276

実質赤字比率　　　(％) 1.0 1.1 1.1 0.3 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

経常収支比率　　　(％) 91.9 91.8 91.5 93.4 92.8 92.8 95.7 93.2 92.4 93.0

実質公債費比率    (％) － － － － 18.1 19.5 20.1 19.8 19.5 19.1

地方債現在高 14,439 14,583 14,441 14,497 13,971 13,402 12,914 12,298 11,745 11,230

積立金現在高 892 878 687 591 545 538 544 465 403 343

財政調整基金 287 314 241 270 223 216 221 141 78 17

減債基金 221 181 61 1 1 1 1 1 1 1

その他特定目的基金 384 383 385 320 321 321 322 323 324 325

区　　分

（単位：百万円）

歳 入 合 計

区　　分

歳 出 合 計



Ⅳ　行政改革に関する施策

具　体　的　内　容

法の基準を上まわる、純減率で職員数の純減を行い、人件費総額についても計画的に削減を行っている。

集中改革プランに基づき、純減目標を▲5.7％に設定し職員数の削減を行う。（平成１７年度～２１年度の５年間で２１人削減する。
平成１９年度退職者１２人、平成２０年度退職者１３人）平成２２年度以降についてもそれまでの状態が維持できるよう計画的に管理
する。

平成１８年度決算統計より職員人件費(退職手当除く)２，１７０百万円、職員数２７３人より、平均７９５万円を平成１９年度以降の
職員人件費積算額とします。

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

国家公務員の給与構造改革に準じて給与構造の見直しを実施している。

◇　技能労務職員の給与のあり方 現在、基本的な考え方について検討しており、具体的な取組も含め出来るだけ早期に公表できるよう努力している状況。

◇　退職時特昇等退職手当のあり方 退職時の特別昇給については制度なし。

◇　福利厚生事業のあり方 互助会が実施する福利厚生事業に対する公費支出の削減を行い、又、個別事業の見直しも行っている。

課題⑤
予算編成でのシーリングや経費節減検討委員会（平成１８年度）による庁内経費（電気・ガス・燃料等）節減提言と実施。

平成１５年度より随時、図書館、文化会館、市民体育館、斎場、国民宿舎など実施している。
○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容

２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減

３　物件費の削減、指定管理者制度の活用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

○　物件費の削減



Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

具　体　的　内　容

課題①
平成１９年度に高知県との県民税徴収対策チームを設置、平成２０年度からは幡多広域市町村圏組合内にて債権管理機構を設置し徴収
強化を図る。また、遊休財産については随時可能な物件について処分している。

行政改革大綱および集中改革プランはＨＰ等で公表している。

◇　給与及び定員管理の状況の公表 土佐清水市人事行政の運営等の状況により毎年公表を実施している。

◇　財政情報の開示 広報により公表している。

総務省方式によるＢＳシート、コスト計算書を作成している。

平成１７年度より実施している。

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱ

　　　に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

○　行政評価の導入

６　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政改革や財政状況に関する情報公開

○　公会計の整備

項　　　目

７　その他

４　地方税の徴収率の向上、売却可能資産
　の処分等による歳入の確保

５　地方公社の改革や地方独立行政法人へ
　の移行の促進



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

342 333 314 285 273 264 258 255 251 249

-46 -9 -19 -29 -12 -115 -9 -6 -3 -4 -2 -24

職員数のうち一般行政職員数 233 234 223 212 203 195 190 187 183 180

増減数 -11 1 -11 -11 -9 -41 -8 -5 -3 -4 -3 -23

職員数のうち教育職員数 35 29 24 22 20 19 17 17 17 17

増減数 -6 -6 -5 -2 -2 -21 -1 -2 0 0 0 -3

職員数のうち警察職員数

増減数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

職員数のうち消防職員数 33 33 34 34 34 35 36 36 36 37

増減数 0 0 1 0 0 1 1 1 0 0 1 3

職員数のうち技能労務職員数 41 37 33 17 16 15 15 15 15 15

増減数 -29 -4 -4 -16 -1 -54 -1 0 0 0 0 -1

－ － － － 18.1 19.5 20.1 19.8 19.5 19.1

1.4 0.6 -0.3 -0.3 -0.4

14,439 14,583 14,441 14,497 13,971 13,402 12,914 12,298 11,745 11,230

144 -142 56 -526 -468 -569 -488 -616 -553 -515 -2,741

2,702 2,637 2,434 2,321 2,170

122 65 203 113 151 654 72 119 143 175 191 700

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 654 700

　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

　　３　改善額については、原則として、計画期間中(又は計画前５年間)の当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後の計画期間中(又は計画前５年間)も継続するものとして、 6
　　　各年度の改善額を計上すること。

    ４　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　　５　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

　　６　３による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又は

　　　計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場合の

　　　改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

　　７　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「旧資

　　　金運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

　　８　必要に応じて行を追加して記入すること。

（単位：人、百万円）

改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

人件費(退職手当を除く。)

改善額

改善額

改善額

１　税収入の確保と収納率の向上

２　公債負担の健全化（実質公債費比率等）

課　題 取 組 及 び 目 標

平成２０年度より債権管理機構との連携による滞納整理を推進する。今後、固定資産税の超過課税等を検討する。

重点施策事業以外の地方債発行を抑制する。繰上償還により公債費負担の軽減を図る。

３　人件費の抑制

５　行政管理経費の削減

平成２１年度まで退職者に対し１/２職員の補充としている。今後、労務職の給料分離、評価制度の導入、人件費カットを検討する。

義務的な賃金・委託料等以外は平成１８年度決算額の△５％及び物品の集中管理により歳出抑制する。

４　受益者負担の適正化 平成１９年度よりごみ袋代金の値上げを実施。今後、粗大ごみの有料化及びその他使用料・手数料の見直しを実施する。

地方債現在高

③

実質公債費比率

増減

課　題

増減

計画合計

職員数

増減数

計画前５年度
実　績

項　　目

実　　　　　績 目　　　　　標

改善額

改善額

改善額

計画前５年間改善額　合計



Ⅰ基本的事項

				別紙第２号

				公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画 コウテキシキンホショウキンメンジョクリアゲショウカンカカザイセイケンゼンカケイカク

				Ⅰ　基本的事項 キホンテキジコウ

				１　団体の概要 ダンタイガイヨウ

				団体名 ダンタイメイ				土佐清水市 ト				国調人口(H17.10. 1現在) コクチョウジンコウゲンザイ						17,281

						構成団体名 コウセイダンタイメイ						職員数(H19. 4. 1現在) ショクインスウゲンザイ						264

				注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」 チュウダンタイイチブジムクミアイトウイチブジムクミアイコウイキレンゴウオヨキギョウダンイカオナバアイダンタイメイ

				　　欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。 ランイチブジムクミアイトウメイショウキサイコウセイダンタイメイランコウセイダンタイメイレッキ

				　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記載すること。 ショクインスウランフツウカイケイゼンショクインスウキサイ

				２　財政指標等 ザイセイシヒョウトウ

				財政力指数 ザイセイリョクシスウ				(H18) 0.28				標準財政規模（百万円） ヒョウジュンザイセイキボヒャクマンエン						(H18)  5,185

				実質公債費比率　(％) ジッシツコウサイヒヒリツ				(H19) 18.1				地方債現在高（百万円） チホウサイゲンザイダカヒャクマンエン						(H18) 16,441

				経常収支比率　　(％) ケイジョウシュウシヒリツ				(H18) 92.8						うち普通会計債現在高(百万円) フツウカイケイサイゲンザイダカヒャクマンエン				13,971

				実質収支比率　　(％) ジッシツシュウシヒリツ				(H18)  0.5						うち公営企業債現在高(百万円) コウエイキギョウサイゲンザイダカヒャクマンエン				2,470

												積立金現在高（百万円） ツミタテキンゲンザイダカヒャクマンエン						(H18)    545

				　注　平成17年度（又は平成18年度）の地方財政状況調査及び公営企業決算状況調査の報告数値を記入すること。 チュウヘイセイネンドマタヘイセイネンドチホウザイセイジョウキョウチョウサオヨコウエイキギョウケッサンジョウキョウチョウサホウコクスウチキニュウ

				　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等 イチブジムクミアイトウカカザイセイリョクシスウジッシツコウサイヒヒリツケイジョウシュウシヒリツトウガイイチブジムクミアイトウ

				　　の構成団体の各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険 コウセイダンタイカクスウチカジュウヘイキンモチキュウシキンウンヨウブシキンオヨキュウカンイセイメイホケン

				　　資金について対象としない財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数 シキンタイショウザイセイリョクシスウイジョウダンタイクブンコウセイダンタイナカモットヒクザイセイリョクシスウ

				　　を記載すること。）。 キサイ

				３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨 ガッペイシチョウソントウガッペイシチョウソンキホンケイカクトウヨウシ

				　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　□　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　□　該当なし シンポウガッペイシチョウソンガッペイヨテイシチョウソンガッペイシチョウソンキホンケイカクヨウシキュウホウガッペイシチョウソンシチョウソンケンセツケイカクヨウシガイトウ

				　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律 チュウシンホウガッペイシチョウソンガッペイヨテイシチョウソンシチョウソンガッペイトクレイトウカンホウリツヘイセイネンホウリツ

				　　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町 ダイゴウダイジョウダイコウキテイガッペイシチョウソンオヨドウジョウダイコウキテイシチョウソンガッペイシチョウ

				　　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。 ムラチホウジチホウショウワネンホウリツダイゴウダイジョウダイコウキテイコクジ

				　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２ キュウホウガッペイシチョウソンシチョウソンガッペイトクレイカンホウリツショウワネンホウリツダイゴウダイジョウダイ

				　　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された コウキテイガッペイシチョウソンヘイセイネンガツヒイゴドウジョウダイコウキテイシチョウソンガッペイセッチ

				　　　ものに限る。）をいう。 カギ

				　　３　□にレを付けた上で要旨を記載すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。 ツウエヨウシキサイヨウシベツヨウサツカ

				４　財政健全化計画の基本方針等 ザイセイケンゼンカケイカクキホンホウシントウ

				区　　分 クブン				内　　　容 ウチカタチ

				計画名 ケイガメイ				土佐清水市財政健全化計画 トザイセイケンゼンカケイカク

				計画期間 ケイカクキカン				平成１９年度～平成２３年度 ヘイセイネンドヘイセイネンド

				既存計画との関係 キゾンケイカクカンケイ				集中改革プラン（平成１７年度～平成２１年度） シュウチュウカイカクヘイセイネンドヘイセイネンド

				公表の方法等 コウヒョウホウホウトウ				広報とホームページで公表する。(市議会議員には12月に説明する) コウホウコウヒョウシギカイギインガツセツメイ

				基本方針 キホンホウシン				　「三位一体の改革」以降、国庫支出金や地方交付税の削減により非常に厳しい財政運営を強いられている。過疎化、少子高齢化が急速に進む中、簡素で効率的・効果的な行財政運営を推進するため、「行政改革大綱」、「集中改革プラン」と整合性を図り、「基金残高の確保」、「実質公債費比率の抑制」を目標設定し推進する。 イコウコッコシシュツキンチホウコウフゼイサクゲンカソカショウシコウレイカキュウソクススナカザイスイシンギョウセイカイカクタイコウシュウチュウカイカクセイゴウセイハカキキンザンダカカクホジッシツコウサイヒヒリツヨクセイモクヒョウセッテイスイシン

				　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。 チュウケイカクキカンゲンソクヘイセイネンドネンドネン





Ⅰ基本的事項（つづき）

				Ⅰ　基本的事項（つづき） キホンテキジコウ

				５　繰上償還希望額等 クリアゲショウカンキボウガクトウ																																						(単位：百万円) タンイヒャクマンエン

				区　　　分 クブン								年利５％以上６％未満 イジョウミマン										年利６％以上７％未満 イジョウミマン										年利７％以上 イジョウ										合　　計 ゴウケイ

				旧資金運用部資金 キュウシキンウンヨウブシキン				繰上償還希望額 クリアゲショウカンキボウガク				37										49										12										98

										補償金免除額  ホショウキンメンジョガク		1										4										1										6

				旧簡易生命保険資金 キュウカンイセイメイホケンシキン				繰上償還希望額 クリアゲショウカンキボウガク				20										17										26										63

				公営企業金融公庫資金 コウエイキギョウキンユウコウコシキン				繰上償還希望額 クリアゲショウカンキボウガク																																		0

				注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準 チュウキュウシキンウンヨウブシキンホショウキンメンジョガクランケイカクテイシュツマエイッテイキジュン

				　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確 ヒキンリドウコウオウサンシュツヨテイガクカクチホウコウキョウダンタイショザイチカンカツザイムショウザイムキョクザイムジムショアラカジソウダンチョウセイウエアキラ

				　認した補償金免除(見込)額を記入すること。 シノブホショウキンメンジョミコミガクキニュウ

				６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況 ヘイセイネンドマツネンリイジョウチホウサイゲンザイダカジョウキョウ

				【旧資金運用部資金】 キュウシキンウンヨウブシキン																																						(単位：千円) タンイセンエン

				事業債名 ジギョウサイメイ								年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高） イジョウミマンヘイセイネンドマツザンダカ										年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高） イジョウミマンヘイセイネンドマツザンダカ										年利７％以上
（平成19年度末残高） イジョウヘイセイネンドマツザンダカ										合　　計 ゴウケイ

				普通会計債 フツウカイケイサイ		公営住宅事業 コウエイジュウタクジギョウ						31,229										24,121										9,400										64,750

						一般公共事業 イッパンコウキョウジギョウ						3,892										7,939																				11,831

						一般単独事業 イッパンタンドクジギョウ						1,400										1,093																				2,493

						学校教育施設等整備事業 ガッコウキョウイクシセツトウセイビジギョウ						1,903										17,242										2,490										21,635

																																										0

				小　　　計　　　　 (A) ショウケイ								38,424										50,395										11,890										100,709

				一般会計
出資債等 イッパンカイケイシュッシサイトウ

				小　　　計　　　　 (B) ショウケイ

				　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) ゴウケイ								38,424										50,395										11,890										100,709

				【旧簡易生命保険資金】 キュウカンイセイメイホケンシキン																																						(単位：千円) タンイセンエン

				事業債名 ジギョウサイメイ								年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高） イジョウミマンヘイセイネンドマツザンダカ										年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高） イジョウミマンヘイセイネンドマツザンダカ										年利７％以上
(平成20年度9月期残高) イジョウヘイセイネンドガツキザンダカ										合　　計 ゴウケイ

				普通会計債 フツウカイケイサイ		公営住宅事業 コウエイジュウタクジギョウ						15,495										12,611										1,789										29,895

						学校教育施設等整備事業						4,370										4,045										24,119										32,534

						一般単独事業																																				0

																																										0

																																										0

				小　　　計　　　　 (A) ショウケイ								19,865										16,656										25,908										62,429

				一般会計
出資債等 イッパンカイケイシュッシサイトウ

				小　　　計　　　　 (B) ショウケイ

				　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) ゴウケイ								19,865										16,656										25,908										62,429

				【公営企業金融公庫資金】 コウエイキギョウキンユウコウコシキン																																						(単位：千円) タンイセンエン

				事業債名 ジギョウサイメイ								年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高) イジョウミマンヘイセイネンドガツキザンダカ										年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高) イジョウミマンヘイセイネンドガツキザンダカ										年利７％以上
(平成19年度末残高) イジョウヘイセイネンドマツザンダカ										合　　計 ゴウケイ

				普通会計債 フツウカイケイサイ

				小　　　計　　　　 (A) ショウケイ

				一般会計
出資債等 イッパンカイケイシュッシサイトウ

				小　　　計　　　　 (B) ショウケイ

				　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) ゴウケイ

				注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。 チュウチホウサイケイカククブンキニュウ

				　２　必要に応じて行を追加して記入すること。 ヒツヨウオウギョウツイカキニュウ





Ⅱ財政状況の分析

		

				Ⅱ　財政状況の分析 ザイセイジョウキョウブンセキ

				区　　分 クブン		内　　　　容 ウチカタチ

				財務上の特徴 ザイムジョウトクチョウ		　面積は266.5ｋ㎡で高知県の西南端に位置し、黒潮が接岸する自然環境を背景に農林水産業と観光業を基幹産業に発展してきましたが、社会情勢や地理的条件などにより産業の低迷、更に過疎化・少子高齢化が加速度的に進行し、一部では集落機能の維持が困難になるなど生活・生産基盤の弱体化が起こっております。（人口を12・17国調で比較すると△1,231人で17,281人、65歳以上人口5,985人-高齢化率35％）
○平成16～18年度決算での各指標推移（H17類団全国平均）
　・財政力指数　　　0.28　0.28(0.52)　0.28　
　・経常収支比率　　91.5　93.4(90.2)　92.8
　・実質公債費比率　　　　16.6(14.8)　18.1 コウチケンセイナンハシイチクロシオセツガンシゼンカンキョウハイケイノウリンスイサンギョウカンコウギョウキカンサンギョウハッテンシャカイジョウセイチリテキジョウケンサンギョウテイメイサラカソカショウシコウレイカカソクドテキシンコウイチブシュウラクキノウイジコンナンセイカツセイサンキバンジャクタイカオジンコウコクチョウヒカクニンニンサイイジョウジンコウニンコウレイカリツヘイセイネンドケッサンカクシヒョウスイイルイダンゼンコクヘイキンザイセイリョクシスウケイジョウシュウシヒリツジッシツコウサイヒヒリツ

				財政運営課題 ザイセイウンエイカダイ		課題① カダイ		税収入の確保と収納率の向上 ゼイシュウニュウカクホ

						・法人及び給料所得者層の減少と高齢化による課税客体の減少
・固定資産税の超過課税の実施
・債権管理機構による滞納整理の推進 ホウジンオヨキュウリョウショトクシャソウゲンショウコウレイカカゼイキャクタイゲンショウコテイシサンゼイチョウカカゼイジッシ

						課題② カダイ		公債負担の健全化（実質公債費比率等） コウサイフタンケンゼンカジッシツコウサイヒヒリツトウ

						・投資的経費を抑制し、市債発行額を制限
・繰上償還の実施 トウシテキケイヒヨクセイシサイハッコウガクセイゲンクリアゲショウカンジッシ

						課題③ カダイ		人件費の抑制 ジンケンヒヨクセイ

						・労務職の給料表分離化
・評価制度の導入
・人件費カット（給与）の検討 ヒョウカセイドドウニュウジンケンヒキュウヨケントウ

						課題④ カダイ		受益者負担の適正化

						・ごみ袋代金の見直し(H19より)、粗大ごみ有料化の検討
・使用料、手数料の見直し（検討委員会を設置し検討）
・他市町村との比較検討 タシチョウソンヒカクケントウ

						課題⑤ カダイ		行政管理経費の削減 ギョウセイカンリケイヒサクゲン

						・物品の集中管理
・シーリングの実施 ブッピンシュウチュウカンリジッシ

				留意事項 リュウイジコウ

				　注１　「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、 チュウザイムジョウトクチョウランジンコウサンギョウコウゾウザイセイコウゾウチイキトクセイトウフキサイ

				　　　財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。 ザイセイ

				　　２　「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、 ランコウサイフタンケンゼンカ

				　　　公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上 コウエイキギョウニンシキザイセイウンエイウエ

				　　　の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記載する。また、財政運営課題と カダイオヨグタイテキセサクザイセイウンエイカダイ

				　　　認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。 ニンシキリユウルイジダンタイトウ

				　　３　「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき ランアホソク

				　　　事項を記載すること。 ジコウ

				　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。 ヒツヨウオウギョウツイカキニュウ





Ⅲ今後の財政状況の見通し

				Ⅲ　今後の財政状況の見通し コンゴザイセイジョウキョウミトオ

																										（単位：百万円） タンイヒャクマンエン

				区　　分 クブン				平成14年度 ヘイセイネンド		平成15年度 ヘイセイネンド		平成16年度 ヘイセイネンド		平成17年度 ヘイセイネンド		平成18年度 ヘイセイネンド		平成19年度 ヘイセイネンド		平成20年度 ヘイセイネンド		平成21年度 ヘイセイネンド		平成22年度 ヘイセイネンド		平成23年度 ヘイセイネンド

								（計画前５年度） ケイカクマエネンド		（計画前４年度） ケイカクマエネンド		（計画前３年度） ケイカクマエネンド		（計画前々年度） ケイカクゼンゼンネンド		（計画前年度） ケイカクマエネンド		（計画初年度） ケイカクショネンド		（計画第２年度） ケイカクダイネンド		（計画第３年度） ケイカクダイネンド		（計画第４年度） ケイカクダイネンド		（計画第５年度） ケイカクダイネンド

								（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決算見込） ケツザンミコ

				地方税 チホウゼイ				1,457		1,414		1,326		1,311		1,257		1,329		1,319		1,278		1,287		1,277

				地方譲与税 チホウジョウヨゼイ				293		300		360		373		401		311		305		299		293		287

				地方特例交付金 チホウトクレイコウフキン				56		57		56		47		39		11		11		11		11		11

				地方交付税 チホウコウフゼイ				4,387		4,050		4,017		4,101		4,069		4,055		3,974		3,894		3,816		3,715

				小計（一般財源計） ショウケイイッパンザイゲンケイ				6,193		5,821		5,759		5,832		5,766		5,706		5,609		5,482		5,407		5,290

				分担金・負担金 ブンタンキンフタンキン				315		302		211		52		28		24		23		22		22		22

				使用料・手数料 シヨウリョウテスウリョウ				450		420		394		348		264		330		323		316		310		304

				国庫支出金 コッコシシュツキン				2,595		1,551		932		775		647		707		569		569		586		508

						うち普通建設事業に係るもの フツウケンセツジギョウカカ		88		317		209		135		221		276		150		148		166		89

				都道府県支出金 トドウフケンシシュツキン				2,253		972		666		778		485		504		388		375		369		355

						うち普通建設事業に係るもの フツウケンセツジギョウカカ		404		255		203		413		131		124		56		56		49		35

				財産収入 ザイサンシュウニュウ				26		28		35		29		22		22		22		22		22		21

				寄附金 キフキン				5		7		11		6		9		9		8		8		9		8

				繰入金 クリイレキン				386		40		220		125		60		23		1		86		69		67

				繰越金 クリコシキン				150		132		86		103		23		55		11		11		10		11

				諸収入 ショシュウニュウ				471		949		703		625		639		777		827		877		927		976

						うち特別会計からの貸付金返済額 トクベツカイケイカシツケキンヘンサイガク

						うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額 コウシャサンカシツケキンヘンサイガク

				地方債 チホウサイ				1,699		1,347		1,132		1,529		856		810		856		832		793		845

				特別区財政調整交付金 トクベツクザイセイチョウセイコウフキン

				歳入合計 サイニュウゴウケイ				14,543		11,569		10,149		10,202		8,799		8,967		8,637		8,600		8,524		8,407

				人件費　　　　　　　ａ ジンケンヒ				3,051		3,137		2,788		2,924		2,526		2,498		2,337		2,203		2,212		2,199

						うち職員給 ショクインキュウ		2,113		2,049		1,878		1,784		1,690		1,616		1,539		1,472		1,422		1,351

				物件費　　　　　　　ｂ ブッケンヒ				1,302		1,168		1,129		997		854		929		839		839		839		839

				維持補修費　　　　　ｃ イジホシュウヒ				20		21		26		17		23		17		15		15		15		15

				ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ				4,373		4,326		3,943		3,938		3,403		3,444		3,191		3,057		3,066		3,053

				扶助費 フジョヒ				758		881		890		858		819		900		905		910		915		920

				補助費等 ホジョヒトウ				670		575		560		569		511		511		516		521		526		531

						うち公営企業(法適)に対するもの コウエイキギョウホウテキタイ		17		10		11		13		15		18		18		17		16		16

				普通建設事業費 フツウケンセツジギョウヒ				2,211		1,537		1,223		1,492		826		857		705		740		647		513

						うち補助事業費 ホジョジギョウヒ		784		758		542		690		440		542		395		439		346		212

						うち単独事業費 タンドクジギョウヒ		1,427		779		681		802		386		315		310		301		301		301

				災害復旧事業費 サイガイフッキュウジギョウヒ				3,554		1,008		393		273		121		20		55		55		55		55

				失業対策事業費 シツギョウタイサクジギョウヒ

				公債費 コウサイヒ				1,680		1,546		1,582		1,683		1,665		1,643		1,628		1,626		1,568		1,534

						うち元金償還分 ガンキンショウカンブン		1,287		1,202		1,260		1,390		1,382		1,378		1,376		1,379		1,330		1,302

				積立金 ツミタテキン				32		27		29		29		9		16		6		6		6		6

				貸付金 カシツケキン				361		760		593		499		522		682		732		782		832		882

						うち特別会計への貸付金 トクベツカイケイカシツケキン

						うち公社、三ｾｸへの貸付金 コウシャサンカシツケキン

				繰出金 クリダシキン				772		801		832		837		868		883		888		893		898		903

						うち公営企業(法非適)に対するもの コウエイキギョウホウヒテキタイ		64		80		111		114		124		124		124		124		124		124

				その他 タ						22		1		1

				歳出合計 サイシュツゴウケイ				14,411		11,483		10,046		10,179		8,744		8,956		8,626		8,590		8,513		8,397

				　【財政指標等】 ザイセイシヒョウトウ																				（単位：百万円） タンイヒャクマンエン

				区　　分 クブン				平成14年度 ヘイセイネンド		平成15年度 ヘイセイネンド		平成16年度 ヘイセイネンド		平成17年度 ヘイセイネンド		平成18年度 ヘイセイネンド		平成19年度 ヘイセイネンド		平成20年度 ヘイセイネンド		平成21年度 ヘイセイネンド		平成22年度 ヘイセイネンド		平成23年度 ヘイセイネンド

								（計画前５年度） ケイカクマエネンド		（計画前４年度） ケイカクマエネンド		（計画前３年度） ケイカクマエネンド		（計画前々年度） ケイカクゼンゼンネンド		（計画前年度） ケイカクマエネンド		（計画初年度） ケイカクショネンド		（計画第２年度） ケイカクダイネンド		（計画第３年度） ケイカクダイネンド		（計画第４年度） ケイカクダイネンド		（計画第５年度） ケイカクダイネンド

								（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決算見込） ケツザンミコ

				形式収支 ケイシキシュウシ				132		86		103		23		55		11		11		10		11		10

				実質収支 ジッシツシュウシ				51		55		57		17		28		0		0		0		0		0

				標準財政規模 ヒョウジュンザイセイキボ				5,380		5,023		5,111		5,184		5,185		5,109		5,090		5,075		5,064		5,032

				財政力指数 ザイセイリョクシスウ				0.27		0.279		0.284		0.285		0.283		0.276		0.276		0.276		0.276		0.276

				実質赤字比率　　　(％) ジッシツアカジヒリツ				1.0		1.1		1.1		0.3		0.5		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

				経常収支比率　　　(％) ケイジョウシュウシヒリツ				91.9		91.8		91.5		93.4		92.8		92.8		95.7		93.2		92.4		93.0

				実質公債費比率    (％) ジッシツコウサイヒヒリツ				－		－		－		－		18.1		19.5		20.1		19.8		19.5		19.1

				地方債現在高 チホウサイゲンザイダカ				14,439		14,583		14,441		14,497		13,971		13,402		12,914		12,298		11,745		11,230

				積立金現在高 ツミタテキンゲンザイダカ				892		878		687		591		545		538		544		465		403		343

						財政調整基金 ザイセイチョウセイキキン		287		314		241		270		223		216		221		141		78		17

						減債基金 ゲンサイキキン		221		181		61		1		1		1		1		1		1		1

						その他特定目的基金 タトクテイモクテキキキン		384		383		385		320		321		321		322		323		324		325





Ⅳ行政改革に関する施策

				Ⅳ　行政改革に関する施策 ギョウセイカイカクカンセサク

				項　　　目 コウメ						具　体　的　内　容 グカラダマトナイカタチ

				１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容 ガッペイヨテイシチョウソントウヨテイトモナギョウカクナイヨウ

				２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減 ギョウカクスイシンホウウワマワショクインスウジュンゲンヒトケンヒソウガクサクゲン						法の基準を上まわる、純減率で職員数の純減を行い、人件費総額についても計画的に削減を行っている。 ホウキジュンウワジュンゲンリツショクインスウジュンゲンオコナジンケンヒソウガクケイカクテキサクゲンオコナ

						○　地方公務員の職員数の純減の状況 チホウコウムインショクインスウジュンゲンジョウキョウ				集中改革プランに基づき、純減目標を▲5.7％に設定し職員数の削減を行う。（平成１７年度～２１年度の５年間で２１人削減する。平成１９年度退職者１２人、平成２０年度退職者１３人）平成２２年度以降についてもそれまでの状態が維持できるよう計画的に管理する。 シュウチュウカイカクモトジュンゲンモクヒョウセッテイショクインスウサクゲンオコナヘイセイネンドネンドネンカンニンサクゲンヘイセイネンドタイショクシャニンヘイセイネンドタイショクシャニンヘイセイネンドイコウジョウタイイジケイカクテキカンリ

						○　給与のあり方 キュウヨカタ				平成１８年度決算統計より職員人件費(退職手当除く)２，１７０百万円、職員数２７３人より、平均７９５万円を平成１９年度以降の職員人件費積算額とします。 ヘイセイネンドケッサントウケイショクインジンケンヒタイショクテアテノゾヒャクマンエンショクインスウニンヘイキンマンエンヘイセイネンドイコウセキサンガク

								◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方 コッカコウムインキュウヨコウゾウカイカクフキュウヨコウゾウミナオチイキテアテカタ		国家公務員の給与構造改革に準じて給与構造の見直しを実施している。 コッカコウムインキュウヨコウゾウカイカクジュンキュウヨコウゾウミナオジッシ

								◇　技能労務職員の給与のあり方 ギノウロウムショクインキュウヨカタ		現在、基本的な考え方について検討しており、具体的な取組も含め出来るだけ早期に公表できるよう努力している状況。 ゲンザイキホンテキカンガガタケントウグタイテキトリクミフクデキソウキコウヒョウドリョクジョウキョウ

								◇　退職時特昇等退職手当のあり方 タイショクトキトクノボルナドタイショクテアテカタ		退職時の特別昇給については制度なし。 タイショクジトクベツショウキュウセイド

								◇　福利厚生事業のあり方 フクリコウセイジギョウカタ		互助会が実施する福利厚生事業に対する公費支出の削減を行い、又、個別事業の見直しも行っている。 ゴジョカイジッシフクリコウセイジギョウタイコウヒシシュツサクゲンオコナマタコベツジギョウミナオオコナ

				３　物件費の削減、指定管理者制度の活用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等 ブッケンヒサクゲンシテイカンリシャセイドカツヨウトウミンカンイタクスイシンカツヨウナド

						○　物件費の削減 ブッケンヒサクゲン				課題⑤
予算編成でのシーリングや経費節減検討委員会（平成１８年度）による庁内経費（電気・ガス・燃料等）節減提言と実施。 カダイヨサンヘンセイケイヒセツゲンケントウイインカイヘイセイネンドチョウナイケイヒデンキネンリョウトウセツゲンテイゲンジッシ

						○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用 シテイカンリシャセイドカツヨウトウミンカンイタクスイシンカツヨウ				平成１５年度より随時、図書館、文化会館、市民体育館、斎場、国民宿舎など実施している。 ヘイセイネンドズイジトショカンブンカカイカンシミンタイイクカンサイジョウコクミンシュクシャジッシ

				Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき） ギョウセイカイカクカンセサク

				項　　　目 コウメ						具　体　的　内　容 グカラダマトナイカタチ

				４　地方税の徴収率の向上、売却可能資産
　の処分等による歳入の確保 チホウゼイチョウシュウリツコウジョウバイキャクカノウシサンショブントウサイニュウカクホ						課題①
平成１９年度に高知県との県民税徴収対策チームを設置、平成２０年度からは幡多広域市町村圏組合内にて債権管理機構を設置し徴収強化を図る。また、遊休財産については随時可能な物件について処分している。 カダイヘイセイネンドコウチケンケンミンゼイチョウシュウタイサクセッチヘイセイネンドハタコウイキシチョウソンケンクミアイナイサイケンカンリキコウセッチチョウシュウキョウカハカユウキュウザイサンズイジカノウブッケンショブン

				５　地方公社の改革や地方独立行政法人へ
　の移行の促進 チホウコウシャカイカクチホウドクリツギョウセイホウジンイコウソクシン

				６　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入 ギョウセイカイカクザイセイジョウキョウカンジョウホウコウカイスイシンギョウセイヒョウカドウニュウ

						○　行政改革や財政状況に関する情報公開 ギョウセイカイカクザイセイジョウキョウカンジョウホウコウカイ				行政改革大綱および集中改革プランはＨＰ等で公表している。 ギョウセイカイカクタイコウシュウチュウカイカクトウコウヒョウ

								◇　給与及び定員管理の状況の公表 キュウヨオヨテイインカンリジョウキョウコウヒョウ		土佐清水市人事行政の運営等の状況により毎年公表を実施している。 トサシミズシジンジギョウセイウンエイトウジョウキョウマイネンコウヒョウジッシ

								◇　財政情報の開示 ザイセイジョウホウカイジ		広報により公表している。 コウホウコウヒョウ

						○　公会計の整備 コウカイケイセイビ				総務省方式によるＢＳシート、コスト計算書を作成している。 ソウムショウホウシキケイサンショサクセイ

						○　行政評価の導入 ギョウセイヒョウカドウニュウ				平成１７年度より実施している。 ヘイセイネンドジッシ

				７　その他 タ

				　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱ チュウジョウキクブンオウザイセイジョウキョウブンセキザイセイウンエイカダイアカクカダイタイオウセサクグタイテキキニュウサイカダイタイオウセサクアキ

				　　　に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。 フカダイバンゴウインヨウキニュウ

				　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。 ヒツヨウオウギョウツイカキニュウ





Ⅴ繰上償還に伴う行政改革推進効果

		

				Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果 クリアゲショウカントモナギョウセイカイカクスイシンコウカ

				１　主な課題と取組及び目標 オモカダイトクオヨモクヒョウ

				課　題 カダイ								取 組 及 び 目 標 トリクミオヨメヒョウ

				１　税収入の確保と収納率の向上								平成２０年度より債権管理機構との連携による滞納整理を推進する。今後、固定資産税の超過課税等を検討する。 ヘイセイネンドサイケンカンリキコウレンケイタイノウセイリスイシンコンゴケントウ

				２　公債負担の健全化（実質公債費比率等） コウサイフタンケンゼンカジッシツコウサイヒヒリツナド								重点施策事業以外の地方債発行を抑制する。繰上償還により公債費負担の軽減を図る。 ジュウテンセサクジギョウイガイチホウサイハッコウヨクセイクリアゲショウカンコウサイヒフタンケイゲンハカ

				３　人件費の抑制 ジンケンヒヨクセイ								平成２１年度まで退職者に対し１/２職員の補充としている。今後、労務職の給料分離、評価制度の導入、人件費カットを検討する。 ショクインコンゴロウムショクキュウリョウブンリヒョウカセイドドウニュウジンケンヒケントウ

				４　受益者負担の適正化 ジュエキシャフタンテキセイカ								平成１９年度よりごみ袋代金の値上げを実施。今後、粗大ごみの有料化及びその他使用料・手数料の見直しを実施する。 ヘイセイネンドフクロダイキンネアジッシコンゴソダイユウリョウカオヨタシヨウリョウテスウリョウミナオジッシ

				５　行政管理経費の削減 ギョウセイカンリケイヒサクゲン								義務的な賃金・委託料等以外は平成１８年度決算額の△５％及び物品の集中管理により歳出抑制する。 ギムテキチンギンイタクリョウトウイガイヘイセイネンドケッサンガクオヨブッピンシュウチュウカンリサイシュツヨクセイ

				　注　必要に応じて行を追加して記入すること。 チュウヒツヨウオウギョウツイカキニュウ

				２　年度別目標 ネンドベツモクヒョウ																										（単位：人、百万円） タンイヒトヒャクマンエン

				　(1) 実質公債費比率等 ジッシツコウサイヒヒリツトウ																								（単位：％、百万円） タンイヒャクマンエン

				項　　目 コウメ						平成○年度 ヘイセイネンド		平成○年度 ヘイセイネンド		平成○年度 ヘイセイネンド		平成○年度 ヘイセイネンド		平成○年度 ヘイセイネンド				平成○年度 ヘイセイネンド		平成○年度 ヘイセイネンド		平成○年度 ヘイセイネンド		平成○年度 ヘイセイネンド

										（計画前５年度） ケイカクマエネンド		（計画前４年度） ケイカクマエネンド		（計画前３年度） ケイカクマエネンド		（計画前々年度） ケイカクゼンゼンネンド		（計画前年度） ケイカクマエネンド				（計画初年度） ケイカクショネンド		（計画第２年度） ケイカクダイネンド		（計画第３年度） ケイカクダイネンド		（計画第４年度） ケイカクダイネンド

										（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決算見込） ケツザンミコ

				実質公債費比率 ジツシツコウサイヒヒリツ						－		－		－		－

				実績値 ジッセキチ						－		－		－		－

				将来にわたる実質的な財政負担 ショウライジッシツテキザイセイフタン

				実績値 ジッセキチ

				その他 タ

				実績値 ジッセキチ

				　注　「将来にわたる実質的な財政負担」とは、地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え、積立金現在高を控除した額をいう。 チュウショウライジッシツテキザイセイフタンチホウサイゲンザイダカサイムフタンコウイモトヨクネンドイコウシシュツヨテイガククワツミタテキンゲンザイダカコウジョガク

				　(2) 財政運営課題に対するもの ザイセイウンエイカダイタイ

				課　題 カダイ		項　　目 コウメ				実　　　　　績 ジツツムギ										計画前５年度
実　績 ケイカクマエネンドジツツムギ		目　　　　　標 メヒョウ										計画合計 ケイカクゴウケイ

										平成14年度 ヘイセイネンド		平成15年度 ヘイセイネンド		平成16年度 ヘイセイネンド		平成17年度 ヘイセイネンド		平成18年度 ヘイセイネンド				平成19年度 ヘイセイネンド		平成20年度 ヘイセイネンド		平成21年度 ヘイセイネンド		平成22年度 ヘイセイネンド		平成23年度 ヘイセイネンド

										（計画前５年度） ケイカクマエネンド		（計画前４年度） ケイカクマエネンド		（計画前３年度） ケイカクマエネンド		（計画前々年度） ケイカクゼンゼンネンド		（計画前年度） ケイカクマエネンド				（計画初年度） ケイカクショネンド		（計画第２年度） ケイカクダイネンド		（計画第３年度） ケイカクダイネンド		（計画第４年度） ケイカクダイネンド		（計画第５年度） ケイカクダイネンド

										（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決算見込） ケツザンミコ

						職員数 ショクインスウ				342		333		314		285		273				264		258		255		251		249

						増減数 ゾウゲンスウ				(46)		(9)		(19)		(29)		(12)		(115)		(9)		(6)		(3)		(4)		(2)		(24)

								職員数のうち一般行政職員数 ショクインスウイッパンギョウセイショクインスウ		233		234		223		212		203				195		190		187		183		180

								増減数 ゾウゲンスウ		(11)		1		(11)		(11)		(9)		(41)		(8)		(5)		(3)		(4)		(3)		(23)

								職員数のうち教育職員数 ショクインスウキョウイクショクインスウ		35		29		24		22		20				19		17		17		17		17

								増減数 ゾウゲンスウ		(6)		(6)		(5)		(2)		(2)		(21)		(1)		(2)		0		0		0		(3)

								職員数のうち警察職員数 ショクインスウケイサツショクインスウ

								増減数 ゾウゲンスウ				0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

								職員数のうち消防職員数 ショクインスウショウボウショクインスウ		33		33		34		34		34				35		36		36		36		37

								増減数 ゾウゲンスウ		0		0		1		0		0		1		1		1		0		0		1		3

								職員数のうち技能労務職員数 ショクインスウギノウロウムショクインスウ		41		37		33		17		16				15		15		15		15		15

								増減数 ゾウゲンスウ		-29		-4		-4		-16		-1		-54		-1		0		0		0		0		(1)

						実質公債費比率 ジッシツコウサイヒヒリツ				－		－		－		－		18.1				19.5		20.1		19.8		19.5		19.1

						増減 ゾウゲン																1.4		0.6		-0.3		-0.3		-0.4

						地方債現在高 チホウサイゲンザイダカ				14,439		14,583		14,441		14,497		13,971				13,402		12,914		12,298		11,745		11,230

						増減 ゾウゲン						144		(142)		56		(526)		(468)		(569)		(488)		(616)		(553)		(515)		(2,741)

				③		人件費(退職手当を除く。) ジンケンヒタイショクテアテノゾ				2,702		2,637		2,434		2,321		2,170

						改善額 カイゼンガク				122		65		203		113		151		654		72		119		143		175		191		700

						改善額 カイゼンガク						0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

						改善額 カイゼンガク						0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

						改善額 カイゼンガク						0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

						改善額 カイゼンガク						0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

						改善額 カイゼンガク						0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

				　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 チュウサイシュツサクゲンサクサイニュウカクホサクハバヒロケントウウエキニュウ												計画前５年間改善額　合計 ケイカクマエネンカンカイゼンガクゴウケイ				654								改 善 額　　合　計 アラタゼンガクゴウケイ				700

				　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。 カダイランオモカダイトリクミオヨモクヒョウカダイランバンゴウキニュウ

				　　３　改善額については、原則として、計画期間中(又は計画前５年間)の当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後の計画期間中(又は計画前５年間)も継続するものとして、 カイゼンガクゲンソクケイカクキカンチュウマタケイカクマエネンカントウガイミナオセサクジッシネンドゼンネンドヒカクサンシュツカイゼンコウカゴケイカクキカンナカマタケイカクマエネンカンケイゾク																								（参考）補償金免除額 サンコウホショウキンメンジョガク				6

				　　　各年度の改善額を計上すること。 カクネンドカイゼンガクケイジョウ

				４　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。 ケイカクキカンナカカイゼンガクゴウケイケイカクゴウケイランケイジョウケイカクマエネンカンカイゼンガクゴウケイケイカクマエネンカンジッセキランケイジョウ

				　　５　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。 ケイカクマエネンカンカイゼンガクゴウケイランオヨカイゼンガクゴウケイランジンケンヒタイショクテアテノゾタカイゼンガクキニュウカノウゴウケイキニュウ

				　　６　３による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又は カイゼンガクタイゼンネンドヒカクサンシュツコウモクカイゼンコウカタンネンドカギコウモクトウガイカイゼンガクトウガイミナオセサクジッシネンドカイゼンガクランケイジョウケイカクキカンアイマタ

				　　　計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場合の ケイカクマエネンカンツウカイゼンガクサンシュツコウモクトウガイケイカクキカンナイマタケイカクマエネンカンツウカイゼンガクケイカクゴウケイランマタケイカクマエネンカンジッセキランケイジョウバアイ

				　　　改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。 カイゼンガクサンシュツホウホウトウガイシサクカカグタイテキナイヨウランアキニュウ

				　　７　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「旧資 サンコウホショウキンメンジョガクランキニュウホショウキンメンジョガクケイカクテイシュツマエイッテイキジュンヒキンリドウコウオウサンシュツヨテイガクホショウキンメンジョミコガククリアゲショウカンキボウガクキニュウキュウシ

				　　　金運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。 キンウンヨウブシキンクリアゲショウカンキボウガクタイオウホショウキンメンジョガクゴウケイランガクテンキ

				　　８　必要に応じて行を追加して記入すること。 ヒツヨウオウギョウツイカキニュウ





